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桑原委員、池田委員、本田委員、前田委員、横山委員、谷戸委員、
保谷委員、本名委員

	議題
	（報告）
（1） 西東京市　第２次健康づくり推進プラン成果目標　中間報告

（2） 健康づくりに関する市民アンケートの実施

（3） 西東京市国民健康保険　保健事業実施計画（データヘルス計画）概要報告

	会議資料の名称
	資料１　西東京市健康づくり推進協議会委員名簿
資料２　西東京市第２次健康づくり推進プラン成果目標進捗状況一覧（抄）
資料３　市民アンケート（前回　参考）
資料４　西東京市国民健康保険　保健事業実施計画（データヘルス計画）

	記録方法
	□全文記録　■発言者の発言内容ごとの要点記録　□会議内容の要点記録

	会議内容

	１　開会　開催挨拶（健康課長）
事務局より新委員の紹介、会議の内容・進行についての説明

２　報告

（1）西東京市　第２次健康づくり推進プラン成果目標　中間報告
事務局から資料１の報告・説明
●委員
　「健康寿命」の考え方について。

「平均障害期間」は、短い方が良いのか。うまく介護ができた結果、要介護認定を受けてから亡くなるまでの期間も長くなったと捉えることもできる。

●事務局

　　平均寿命と健康寿命の差は、日常生活に制限のある「不健康な期間」を意味する。全体として、何かしら生活に支障がある期間をなるべく短く、生涯をなるべく元気に過ごし、平均寿命の延び以上に健康寿命を延ばし、不健康な状態になる時点を遅らせることで、生活の質の低下防止、社会的負担の軽減という意味で重要である。
●会長
　　健康事業の指標はなかなか難しい。健康寿命に関わるのは介護だけではない。実際に健康寿命を表しているとは思えないが指標はこれしかない。
●事務局

　　国が示す平均寿命と健康寿命は、約10歳の差がある。西東京市健康づくり推進プランの指標としては、東京都保健所長方式として「65歳健康寿命」を用いている。
●会長

　　がんの死亡率において、西東京市はかなり低い。かなり検診の効果が上がった。

●事務局
　　75歳年齢調整死亡率は、全国、東京都、多摩26市の平均を下回っている。
多摩小平保健所圏域５市でも、本市のみ下降傾向である。

がん検診のみがすべてではないが、壮年期におけるがんによる死亡率減少に、一定の効果があるとみている。
●委員
　　18ページ、大腸がんの死亡率が下がった主な理由は。直腸がんや大腸がんは特に運動で予防できるというデータがあるが。
●事務局

　　市としてのデータは持ち合わせていない。

　　平成27年度のがん検診受診者数は、過去最高となった。

　　大腸がん検診の精密検査受診率が課題であり、受診率向上に努めたい。

●会長

　　大腸がん検診については、医師会が申込制で受けていたものを、特定健診と後期高齢者の一般健診に組み入れた。それまで約5％だったが30％に上がり受診者数が増えた。年間約50～60人にがんが見つかり、そのうち半数が早期だったので、必ず死亡率を低下させる自信があった。少しずつ結果が表れてきたのだろう。プランでは運動を推奨しているが、その影響はまだ出ていないと思う。検診の効果が出た。
●事務局

　　大腸がんの受診率は、平成22年度が19.4％だったのが、26年度には31.9％と増加している。引き続き受診の勧奨や、がん検診全体の啓発・勧奨に努めていきたい。
●会長

　　健康づくり推進プランの見直しのタイミングは、どのようになるのか。
●事務局

　　現在のプランは、平成23年秋に実施した市民アンケートのデータをもとに作成している。

　　平成28年度に、同様のアンケートを行い、そこでの課題等を参考にし、健康づくり推進プランの後期５年間に取り組むべき内容を平成29年度内に整理していきたい。
●会長

　　第２次健康づくり推進プランを策定した当時と、様変わりしている。ロコモティブシンドロームの予防対策等も入れ、生活習慣病だけでない対策が急務だ。
●委員
　　食・栄養に関し、肥満傾向数の割合がグラフを見てもバラバラであるし、中１の女子は上がっているように見える。
●事務局
　　西東京市は、他の自治体よりも転入・転出が多い傾向にある。

ある時点の数字だけで評価するのは難しい。もっと複合的に見ていく必要がある。
●委員
　　市民アンケートの内容については、まだ決まっていないと考えてよいか。
●事務局

　　アンケートの内容は、健康づくり推進プランの指標として用いているものもある。

　　前回の内容を踏まえつつ、影響のない範囲で、アンケートの内容を見直し、今年度秋には実施をする。
●委員

　　21ページの未成年者の自殺死亡者数について、多摩小平保健所と内閣府の数値に違いがあるのはなぜか。
●事務局

　　自殺者統計は、大きくは二つある。

警察庁の「自殺統計」と、厚生労働省の「人口動態統計」に基づくものである。
●委員
　　自殺対策の現状は。
●事務局

　　自殺対策基本法の一部改正により、都道府県及び市町村には地域の実情を勘案した自殺対策計画の策定が義務付けられた。今後、国からガイドラインが示される予定である。
●会長

　　自殺の要因は分析できるのか。うつ病から、いじめから、色々要因はあるが、医師会としてはうつ病対策で、初期に見つけて未然に防ぐということを行っている。
●委員
　　内閣府のデータを見ると、西東京市の場合、全体的に亡くなった方の平均は全国と比べてそんなに変わらないが、20歳・30歳代の若年層の自殺者が多い。
（2）健康づくりに関する市民アンケートの実施について
事務局から資料３の説明
●委員

　　児童の肥満にも関連するが、食育について、息子が小学校に入学して、中学校の給食は小学校が作っていると聞いた。中学校での給食も数年前からと聞いたが。取組みが遅いのか。
●事務局

　　学校給食については、教育委員会が所管しており詳細を述べることはできないが、本市では「親子給食方式」として、小学校の調理室で調理し、当該中学校へ配送している。
●委員
　　中学校で歯科の校医をしている。食べる時間が約20分の中で、準備から片づけまで済ますので、食事の時間が短すぎる。
●会長
　　医師会としても学校保健会を作って検討をしていきたいと考えている。
●会長
　アンケートの内容は、前回と同じ項目を必ず入れるということか。
比較対象になるものを必ず入れて、さらに新しいものを何か入れたらどうか、ということでよろしいか。

●事務局
　前回と同じ項目を全て入れないといけないというものではない。
各委員からのご意見・要望等も踏まえ、11月を目標にアンケートを実施したい。
(3) データヘルス計画について

保険年金課から説明
●委員

　　３ページ上の図、最終目標に医療費の適正化とあるが、何をもって適正とするのか。

●保険年金課長
　　薬や技術など、かかるものはかかると思うので、あくまでも市民の受診行動の抑制をはかっていくことを目標に取り組みたい。
●会長

　　抑制というより、無駄な医療があるかチェックできるかどうかだろう。分析をこまめにやらないと、必要な医療も削るといけないので、分析がこれからの課題だと思う。

●委員

　　薬は、ジェネリックが必ずしもいいものではない。個人個人かなり差がある。しかし保険証についてくる通知を見ると、金額が安くなるからジェネリックを使いましょうとある。ジェネリックで体調が悪くなったとか、全然効かなかったという声も聞こえるのでそのあたりももう少し検証すべきだと思う。

●保険年金課長
　　ジェネリックは国も推奨しているので、こちらも、患者には医者と薬剤師と相談して可能であれば変えてもらうという方向で推奨していくので、引き続き検討を進めていきたい。
●会長

　　レセプトが電子化されて、色々なことが分かってくると思うが、健康づくり推進プランにおける指標として期待している。病名とか医療費とか、ニーズとか明らかな数値としてデータが出てくるので数値目標が立てられやすいのではないか。

●事務局

　　保険者間の情報に限りがあるが、より分かりやすく具体的な数字があったほうがより説得力があると思うので、どういう数字があったら明確で分かりやすいか研究させてもらいたい。
●会長

　　このデータは、西東京市の国民健康保険のみなのか。

●保険年金課長
　　国民健康保険と後期高齢者が対象範囲である。
●事務局

　　アンケートの質問内容について、後日ご意見等をいただきたい（おって、連絡する。）。

　閉会
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